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競争優位の持続性と長期的なイノベーション戦略 

―ポーターの所説を中心とした理論的考察― 

 

日隈 信夫 

中央学院大学 商学部 

 

１．問題意識 

ポーター(Poter, M. E.)〔1980, 1985〕は，産業組織

論における完全競争を理想とする SCP モデルにおけ

る業界構造を逆転させ，コスト優位による市場シェア

の拡大（量的優位），製品差別化による市場シェアの拡

大（質的優位），参入障壁を構築するような状況が競争

戦略だと考えた 1)。すなわち，ポーター〔1980, 1985〕

は，外部環境の状況における5つの競争要因（①新規

参入の脅威，②業界内の競争関係，③代替製品からの

圧力，④買い手の交渉力，⑤売り手の交渉力）に対処

するために，業界構造から競争優位（タイプ①コスト

優位・タイプ②差別化）が生まれ，業界で平均以上の

業績を達成するための3つの基本戦略が必要であると

指摘した。これらの戦略とは，対象市場の広い場所に

おける低コスト（コスト・リーダーシップ）か差別化

（高品質）の選択および対象市場の狭い場所における

集中（低コスト・差別化）である 2)。 

このように，ポーターは，5 つの競争要因という概

念に基づいた業界構造分析を行い，競争優位の状況を

作る（他社に打ち勝ち，脅威を寄せつけない＝イノベ

ーション戦略の目標）ために，どのような基本戦略を

選ぶべきかというアプローチをとっており，ミンツバ

ーグ(Mintzberg, H.)〔1998〕によると，市場で，独自

の位置を築いて利益率を高めるというポジショニン

グ・アプローチの立場をとっている 3)。 

ベッセル＝クリステンセン (Wessel, M. and 

Christensen, C. M.)〔2012〕も，短期的な利益を獲得

するためではなく，長期的な競争優位の追求という現

実的な目標を達成するためには，自社が，どの分野で

成功するか，あるいは，どの分野で成功しないのかを

知ることが，経営資源の配分という重要な判断におけ

るカギになると指摘している 4)。 

たしかに，ポーター〔1979〕は，これらの競争要因

を理解して，競争環境の緩やかな場所にポジショニン

グすれば，過当競争に巻き込まれず，利潤率を高める

ことができると主張しているが，産業構造が確立され

ておらず，流動的な環境の下，情報が不確実な状況で

は，ポジショニングを長期的に維持することは困難と

なる 5)。 

ポーター〔1985〕によると，（持続的な）競争優位（＝

戦略の有利性〔1980〕）とは，長期にわたって平均以上

の業績を上げられる土台となるものである。すなわち，

競争優位とは，利潤を上げるために，独占禁止法に抵

触しない方法で，特定領域に独占に近い地位を築くこ

とである 6)。 

マグレッタ(Magretta, J.)〔2012〕によると，競争優

位とは，一般的には，企業が得意だと自負することを

指すが，ポーターによると，競争の経済性と緊密に関

係しており，企業が競合他社より高い収益性を持続さ

せていることを指す。すなわち，競争優位とは，他社

とは異なるバリュー・チェーン（価値連鎖＝価値を創

造する方法）をいかに構築し，業界平均を上回る業績

（損益計算書）を確保するかということである 7)。 

バーニー(Barney, J. B.)〔2002〕によると，競争優位

とは，企業の行動が業界や市場で経済価値を創出し，

かつ同様の行動を取っている競合企業がほとんど存在

しない場合に，その企業が置かれるポジションである。

すなわち，競争優位は，競争に圧倒的に成功すること

を意味しており，競争に成功する競争均衡とも競争に

失敗する競争劣位とも区別されている 8)。 

 つぎに，ポーター〔1985〕は，『競争優位の戦略』

において，バリュー・チェーン（価値連鎖）という中

心的な概念を提示した。すなわち，バリュー・チェー

ンとは，企業の活動を購買・物流，製造，出荷・物

流，販売，マーケティング，アフターサービスという

主活動および主活動を支援する全般管理，人事管理，

技術管理，調達という支援活動に分解・分類したもの

である 9)。 

マグレッタ〔2012〕によると，バリュー・チェーン

とは，企業が，製品を設計，生産，販売，配送，サポ

http://www.amazon.com/Henry-Mintzberg/e/B000AQ1IH8/ref=ntt_athr_dp_pel_1
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ートするために遂行する活動の集合であり，より大き

なバリュー・システムの一部である 10)。 

 伝統的な経済学において，分析対象としての企業

は，市場との関連で分析され，また，ポーター

〔1980〕の『競争の戦略』においても，事業単位で

のポジショニングのなかで，競争優位が分析されるこ

とはあったが，企業内部のシステムまで分析されるこ

とはなかった 11)。 

 そこで，ポーター〔1985〕は，『競争優位の戦略』

において，競争優位が企業の活動のなかのいかなる要

素から生じるのかを分析し，主活動のうち，何を内製

し，何を外注するか，すなわち，「何をし何をしない

か」を選択（戦略の本質）することが，戦略上の重要

な意思決定であることを指摘した。また，ポーター

〔1996〕は，業務効果（業務改善，効率化，ベス

ト・プラクティス）ではなく，戦略（トレード・オフ

を発見し，それを受け入れ，「何をし何をしないか」

を選択すること）こそが，（持続的な）競争優位の根

拠であると指摘した。 

ポーター〔1996〕によると，業務効果とは，類似の

個々の活動や機能を競合他社より優れて実行・実施す

ることであるが，戦略とは，さまざまな活動を結びつ

けることである 12)。 

マグレッタ〔2012〕によると，戦略とは，①特徴あ

る価値提案，②特別に調整されたバリュー・チェーン，

③戦略の要としてのトレード・オフ，④戦略の増幅装

置として，競争優位を増幅させ，その持続性を高める

働きを有する適合性（コア・コンピタンスではない），

⑤戦略の実現要因としての継続性（組織は，戦略を継

続することで，適応力とイノベーション能力を高める

ことができる）という5つの基本的条件を満たすもの

である 13)。 

バーニー〔2002〕によると，戦略とは，いかに競争

に成功するかということに関して，一企業が持つ理論，

すなわち，企業が考えた競争に成功するための理論で

ある 14)。 

 ポーター〔1996〕によると，戦略とは，企業の活動

間の適合性をつくり出すことであり，競争優位の源泉

は，いかにして，各活動を適合させ，強化させるかと

いう方法である。 

こうした適合性によって，各活動が相互に補完し，

最強度に連結した強力なバリュー・チェーンを生み出

し，模倣者への障壁となるのである 15)。 

一方，ポーター〔1996, 2000〕は，「ほとんどの日

本企業に戦略がない」と批判している。すなわち，日

本企業は，横並びで込み合った市場に参入し，こうし

た同質的な競争のなかで，利益率が低いまま，撤退も

しない企業が多いからである 16)。 

たしかに，業務効果が限界に達した後には，戦略が

必要になるが，ポーター〔1996〕の指摘するように，

「ほとんどの日本企業に戦略がない」ということにな

ると，これまで，業務効果によって成功してきたこれ

までの日本企業には，戦略が必要ないということにな

る。また，業務効果は，ある種の戦略となり，戦略を

大きく変えるきっかけにもなりうるとの批判もある
17)。 

一方，マグレイス(McGrath, R. G.)〔2013〕は，持

続的な競争優位への固執より，一時的な競争優位に基

づいたイノベーションのための経営戦略のほうが重要

であると指摘している。 

 たしかに，マグレイス〔2013〕は，競争優位は持続

するものではないと指摘しているが，戦略については，

ポーター〔1996〕と同様に，「何をし何をしないか」を

決断することが重要であるという点は一致している。

ただ，ポーター〔1996〕は，低コストか差別化を選択

することを重視しているが，マグレイス〔2013〕は，

古い優位性を捨て，新しい優位性へ移行することを重

視している 18)。 

一般的には，競争優位は，企業が得意だと自負する

ことを指しており，その意味では，マグレイス〔2013〕

が主張するように，競争優位は一時的であるが，ポー

ターによると，競争優位は，企業が競合他社より高い

収益性を持続させていることを指しており，その意味

では，ポーターが主張するように，競争優位は持続的

ということになる 19)。 

 本稿では，ポーターの所説を中心として，競争戦略

論の流れを整理し，競争優位の持続性について考察す

るとともに，経営戦略とイノベーションとの関係を模

索することを目的とする。ポーターの競争戦略論につ

いては，バーニーの資源ベース・アプローチやティー

ス(Teece, D. J.)のダイナミック・ケイパビリティとの

関連で整理する一方，競争優位の持続性については，

スマートフォン市場や写真フイルム市場における事例

を挙げながら，クリステンセン(Christensen, C. M.)の

破壊的なイノベーションやマグレイスの一時的な競争

優位との関連で，現代企業における競争優位の持続性

について考察し，競争優位を技術の持続と捉えるか収

http://en.wikipedia.org/wiki/Clayton_M._Christensen
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益性の持続と捉えるかに関わらず，継続的なイノベー

ションが必要であることを指摘する 20)。 

 

1.持続的な競争優位 

ポーター〔1996〕によると，イノベーションによっ

て，業務効果が限界に達するまでは，低コストと差別

化の（基本戦略の）同時追求が可能となるが，その後

は，いずれかの選択に迫られるトレード・オフが生じ

る 21)。 

ポーター〔1996〕によると，競争の本質は，競合他

社を打ち負かすことではなく，価値を創造する（利益

を上げる）ことであるが，持続的な競争優位を維持す

るためには，トレード・オフを発見し，それを受け入

れ，「何をし何をしないか」を選択すること（戦略の本

質）が重要となる 22)。 

 近年では，多くの製品にセンサー，ハードウェア，

ソフトウェアなどが搭載された持続機能を持つスマー

ト製品がさまざまな事業機会をもたらしているが，ポ

ーター〔2014〕によると，業界構造が変化するなか，

企業が持続的な競争優位を達成するためには，競合企

業に対する低コストの実現か差別化の実現を通じた上

乗せ価格の実現が必要となる 23)。 

こうした選択によって，たしかに，高い収益性と成

長性を享受でき，業務効果の水準の上昇が，生産性の

限界線（ベスト・プラクティスの状態）を押し上げる

ことが可能となる。 

一方，競争優位の必要条件である業務効果を高める

ためには，最先端の製品技術，生産機械，販売手法，

ITソリューション，サプライ・チェーン管理法を整備

するなど，バリュー・チェーン全体に業務効果を導入

しなければならない 24)。 

しかしながら，競合他社も模倣すれば，業務効果は，

持続的な競争優位に繋がる可能性は低くなる。 

そのため，企業は，競合他社とは異なる方法を行う

ポジショニングによって，低コストか差別化を選択・

集中，すなわち，「何をし何をしないか」を選択するこ

とが重要となる（業務効果の限界と戦略の必要性につ

いては，図1参照）。 

 

 

 

 

 

 

図1 業務効果と戦略 

  

出所 以下の文献を参考に筆者作成。 

Poter, M. E.〔1996〕, "What is Strategy," Harvard Business 

Review, November / December 1996.（編集部訳「戦略の本質」

『DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー 2011年6月号』

ダイヤモンド社, 2011, 63頁。） 

與那原建・岩崎卓也〔2011〕, 「How to Read “What Is Strategy?”

『戦略の本質の読み方』」『DIAMONDハーバード・ビジネス・

レビュー 2011年6月号』ダイヤモンド社, 2011, 95頁。 

 

つぎに，ポーター〔1985〕によると，競争優位の実

現のためには，供給の流れとしてのサプライ・チェー

ン（供給連鎖）よりも，財・サービスが消費者に届く

までの付加価値を創造する過程の流れとしてのバリュ

ー・チェーンを構成する主活動とそれらの支援活動を

活動間で連結させる必要がある 25)。すなわち，トレー

ド・オフを認識して，低コストか差別化を選択・集中

するだけでなく，戦略と連動させて，各活動・能力・

資源が緊密に連携し合う組織（システム）を形成する

ことによって，こうした適合性が競合他社による模倣

を困難にし，戦略の持続性，競争優位の強化にも繋が

ることになるためである 26)。ポーター〔1996〕による

と，個々の強み，コア・コンピタンス，最重要資源な

ど，個別の活動・能力・資源（のうち，コア要素にの

み注力，それ以外は外注），あるいは，それらの寄せ集

めではなく，こうした適合性が，各活動を相互に補完

させ，最強度に連結した強力なバリュー・チェーンを

生み出し，模倣者への障壁となるのである。たとえば，

ZARA（Inditex）の例では，独自の在庫管理（例：衣

料品へのタグ装着とデジタルデータ変換《高速エンコ

ーディング》可能なRFIDソリューション導入による

在庫管理の自動化）や独自の物流体制（段ボール・パ

レット・ハンガーなどの納品形態，自社工場から店舗

への直送など）による画期的なコスト削減・低価格を

http://en.wikipedia.org/wiki/Harvard_Business_Review
http://en.wikipedia.org/wiki/Harvard_Business_Review
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はじめとして，店舗の立地条件，最先端の流行，客層

ターゲットの集中，柔軟な生産体制など，活動間の強

み，すなわち，個別のコア・コンピタンスを強化する

だけではなく，これらの要素が相互に依存し合う複雑

なシステム全体を構築すること（価値創造活動の適合

性）が，競合企業に対する模倣障壁となっている 27)。

ポーター〔1996〕によると，個別の活動・能力・資源

の数が増加するにつれて，競合他社による模倣の確率

は，その乗数倍，低下することになる（活動・能力・

資源の数と競合他社による模倣の確率については，表

1参照）。 

 

表1 活動・能力・資源の数と競合他社による模倣の確率 

組織（システム）内
の活動・能力・資源 

競合他社による模倣の確率
が90%の場合 

1つ 90% 

2つ 81%(90%×90%) 

4つ 65%(81%×81%) 

8つ 42%(65%×65%) 

出所 Poter, M. E.〔1996〕, "What is Strategy," Harvard 

Business Review, November / December 1996.（編集部訳「戦

略の本質」『DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー 2011

年6月号』ダイヤモンド社, 2011, 81頁。）を参考に筆者作成。 

 

 ポーター〔1996〕によると，こうした各活動間の適

合性は，持続的な競争優位の基礎となるものである。

また，ポーター〔2000〕によると，こうした戦略のた

めには，真のイノベーションが不可欠である 28)。 

このように，ポーター〔1996〕によると，戦略とは，

企業の活動間の適合性をつくり出すことであり，競争

優位の源泉は，いかにして各活動を適合させ，強化さ

せるかという方法である。 

 

2.イノベーションのジレンマと競争優位の持続性① 

－スマートフォン市場の事例－ 

イノベーション概念を定義づけたシュムペーター

(Schumpeter, J. A.)〔1912〕の後継者であるドラッカ

ー(Drucker, P. F.)〔1985〕は，イノベーションの方法，

企業家精神，企業家戦略などをまとめることによって，

イノベーションを体系化することとなった 29)。 

本稿では，シュムペーターをはじめとするイノベー

ション論を供給側（企業）の視点（技術的な側面）か

らみた経済学者としての後継者の流れではなく，需要

側（顧客）の視点（市場的な側面）からみた経営学者

としての後継者の流れから捉えることとする 30)。 

 ここで，ドラッカーと同様，（技術的・生産的な側面

ではなく）市場・顧客の視点に立ったイノベーション

理論として，クリステンセン〔1997〕のイノベーショ

ンのジレンマという理論がある。この理論は，業界ト

ップの優良企業が，努力をくりかえすにもかかわらず，

時間の経過とともに，没落していくとする理論である
31)。すなわち，新興企業による安価で性能の低い技術

が，ローエンド（下位）市場から参入し，ハイエンド

（上位）市場を侵食する破壊的なイノベーションとい

う現象によって，既存企業が没落していく過程である。

たとえば，新興企業の参入によって，既存企業が，競

争を回避するために，利益率の低下した市場から，ハ

イエンド（上位）市場へとシフトしていく一方，新興

企業も，ハイエンド（上位）市場へと侵食していく過

程である。事例としては，国内以外にも，シンプルで

安価な製品やサービスを生産する新興諸国の新規参入

による破壊的なイノベーション（フイルムカメラ，デ

ジタルカメラ，自動車，携帯電話，スマートフォンな

ど）が挙げられる 32)。 

たとえば，スマートフォンについては，普及率が世

界的に拡大（普及率は，韓国やシンガポールで90%前

後，英国で80%前後，米国やフランスで70%前後，日

本でも50%を超過）するなか，当初は，ローエンド（下

位）市場から参入した中国の Huawei や Xiaomi，

Lenovo，Meizuは，スマートフォンの出荷台数，市場

シェアともに，韓国のSamsungや米国のAppleに迫

る勢いで，売上高も 1 兆円を超えることとなった 33)。

とくに，Xiaomiのビジネスモデルについては，Apple

の戦略（選択と集中）を踏襲するものであり，Appleに

ついては，バリュー・チェーンのうち，開発や設計，

販売や運営は自社で行い，製造は外注するという戦略

をとっており，Xiaomiについても，開発や設計は自社

で行い，部品の多くは外部から調達し，販売はインタ

ーネット販売に特化している。 

 こうした「何をし何をしないか」を選択する戦略に

よって，Xiaomiは，当初，高品質よりも，コスト削減

を選択して成功するなど，独自の競争戦略によって，

売上高も1兆円を超え，AppleやSamsungに迫るほ

どの市場シェアを獲得することとなった。 

 一方，Xiaomi は，売上高の 90％を占める中国スマ

ートフォン市場の減速に対して，新たな成長を求めて，

ブラジルやインドの新市場を開拓している。また，

Xiaomi の戦略は，Facebook などの SNS を介して宣

http://en.wikipedia.org/wiki/Harvard_Business_Review
http://en.wikipedia.org/wiki/Harvard_Business_Review
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伝し，生産を海外工場に委託することによって，

HuaweiやMeizu以上の性能を維持しながら，半分以

下の低価格に抑えることによって，低価格・高品質の

機種を数量限定で販売するという手法である。そして，

Xiaomiの戦略は，人口が多く，インターネット販売が

発展途上かつ通信事業者の勢力が比較的弱い新興国で

有効であり，現地生産によって，従来通りの低価格・

高品質の機種を数量限定で販売し，希少性を強調する

というものである。 

一方，部品の多くを外部から調達しているため，た

とえば，基幹部品のカメラセンサーを確保できず，生

産計画を下方修正するなど，生産も供給業者に左右さ

れるという問題がある 34)。 

Appleについては，CEO就任をめぐって，強い独立

性と権限を求める米国型のコーポレート・ガバナンス

を主張する取締役を解任させるなど，独裁的な側面も

あったジョブス(Jobs, S. P.)が，Apple復帰後，1998年

に iMacを開発し普及させたが，2000年のCEO就任

後から 2011 年の CEO 退任後までの間，イノベーシ

ョンのジレンマに陥ることはなかった。すなわち，ジ

ョブスは，iMacで得た利益を原資として，iMacの改

良・改善という連続的なイノベーションに傾注しなが

らも，iPodの開発・普及という非連続的なイノベーシ

ョンを引き起こした。また，ジョブスは，iPodの改良・

改善という連続的なイノベーションに傾注しながらも，

iPhoneの開発・普及という非連続的なイノベーション

を引き起こした。さらに，ジョブスは，iPhoneの改良・

改善という連続的なイノベーションに傾注しながらも，

iPadの開発・普及という非連続的なイノベーションを

引き起こした。 

このように，ジョブスは，連続的なイノベーション

に傾注しながらも，そこで蓄積された知識や経験が，

非連続的なイノベーションに必要な発想や思いつきを

阻害させることなく，連続的なイノベーションと非連

続的なイノベーションというトレード・オフの関係を

同時に進めることとなった 35)。 

ただし，Apple については，低コストと差別化の同

時追求という戦略を欠いた業務効果ではなく，バリュ

ー・チェーンのうち，開発や設計，販売や運営は自社

で行い，製造は外注するという「何をし何をしないか」

を選択する戦略のなかで，結果として，自社における

差別化の追求とは別に，外注における低コストに繋が

っただけであり，HuaweiやXiaomi，Lenovoが選択

した低コストも同時追求したわけではない。 

雨宮〔2015〕によると，Appleによる連続的なイノ

ベーションと非連続的なイノベーションというトレー

ド・オフの同時進行については， iPod が普及・成熟

する前に，iPhone を開発し，iPhoneが普及・成熟す

る前に，iPadを開発することによって，断続的に革新

的な製品を開発することで，こうしたトレード・オフ

の関係を同時に実現することができたのである 36)。 

 ティース〔2009〕によると，ジョブスは，iPod と

iTMS(i Tune Music Store)の開発・普及という非連続

的なイノベーションによって，iPod（既知の技術），

iTMS（ジョブス自身がアーティストに対して，コンテ

ンツ楽曲を提供するよう依頼して獲得・開発した共特

化資産）およびDRMソフトウェア（デジタル著作権

管理）を結合させることにもなった 37)。 

ポーター〔1996〕によると，競争優位の持続性につ

いては，低コストか差別化を選択する，すなわち，「何

をし何をしないか」を選択する戦略によって，持続的

な競争優位を実現することができる一方で，マグレイ

ス〔2013〕によると，古い優位性を捨て，新しい優位

性へ移行する，すなわち，「何をし何をしないか」を選

択する戦略によっても，一時的な競争優位しか実現で

きないが，既存企業が成長を維持することはできる 38)。 

たしかに，一般的には，競争優位は，企業が得意だ

と自負することを指しており，その意味では，マグレ

イス〔2013〕が主張するように，競争優位は一時的で

あるが，ポーターによると，競争優位は，企業が競合

他社より高い収益性を持続させていることを指してお

り，その意味では，ポーターが主張するように，競争

優位は持続的ということになる 39)。また，ポーター

〔2011〕が主張するように，すべての企業が，イノベ

ーションのジレンマに陥るわけではなく，すべての技

術が，破壊的なイノベーションとは限らないというこ

とにもなる 40)。 

ベッセル＝クリステンセン〔2012〕は，成功した

既存の企業は，①「破壊的なイノベーション」によっ

て，新たな高成長市場に参入した後も，成長し続ける

ための処方箋として，自ら，「破壊的なイノベーショ

ンを開発」し，②破壊者の強みを判断する際の基準，

すなわち，破壊者が，さらなる顧客を求めて，高級市

場を侵食しようとする際にも，パフォーマンスの「優

位性」を損なわずに提供可能な破壊者のビジネスモデ

ルの特徴である「拡張可能な中核能力を把握」し，③

単なる「価格競争力」と「破壊的であること」との違

いを生み出すものとしての技術的，あるいは，ビジネ
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スモデルの「優位性」を明確にする必要があると指摘

している 41)。また，ベッセル＝クリステンセン

〔2012〕は，短期的な利益を獲得するためではな

く，長期的な「競争優位」の追求という現実的な目標

を達成するためには，自社が，どの分野で成功する

か，あるいは，どの分野で成功しないのかを知ること

が，経営資源の配分という重要な判断におけるカギに

なると指摘している。そして，既存企業は，価格競争

に参戦，あるいは，貴重な経営資源を浪費する以前

に，全体像をしっかりと見据えたうえで，包括的な対

応をし，将来的にも，健全に生き残ることができるよ

うな舵取りをするべきであり，このことが，株主，従

業員，顧客をはじめとするステークホルダーに対する

責任であると述べている 42)。 

このように，ベッセル＝クリステンセン〔2012〕は，

技術的，あるいは，ビジネスモデルの「優位性」こそ

が，拡張可能な中核能力を可能にし，「価格競争力」と

「破壊的であること」との違い（破壊的なイノベーシ

ョン）を生み出すと主張しており，この点については，

競争のためには戦略が必要であり，戦略のためには真

のイノベーションが必要であるというポーター〔1996, 

2000〕の主張と一致する 43)。 

たしかに，クリステンセン〔1997〕は，イノベーシ

ョンの概念を定義に忠実に解釈する一方，現実の経営

にとって非常に重要な問題に適用し，戦略とイノベー

ションを結びつけることとなったが，クリステンセン

〔2004〕は，破壊的なイノベーションが，持続的なイ

ノベーションによって創造された市場のほとんどを代

替する一方，既存の企業は，株主と顧客の要求に即し

て対応していこうとするために，破壊的なイノベーシ

ョンにうまく対応できないとも予測した。 

こうした予測によって，クリステンセン〔2004〕は，

既存の企業は，既存の企業とは別の組織で，破壊的な

イノベーションに取り組むしかないという結論に至っ

た 44)。すなわち，クリステンセン〔2004〕は，破壊的

なイノベーションによって，業界トップの優良企業が

努力をくりかえすにもかかわらず，時間の経過ととも

に，没落していくとする過程を説いたが，業務効果に

よる低コストと差別化の（基本戦略の）同時追求だけ

ではなく，いずれかの選択に迫られるトレード・オフ

に対応した戦略が必要となるというポーター〔1996〕

の戦略論の展開には至っておらず，長期的な「競争優

位」の追求という現実的な目標を達成するための戦略

についても，トレード・オフではなく，ポジショニン

グの段階に留まっている 45)。 

 こうしたなか，マグレイス〔2013〕は，イノベーシ

ョンによって生み出された競争優位を持続的な競争優

位ではなく，一時的な競争優位として捉えることによ

って，継続的なイノベーションを重視した経営戦略を

再構築しようとしている 46)。また，マグレイス〔2013〕

は，業界内のポジショニングを越えた領域において，

新たな戦略として，①優位性への執着や劇的な再編で

はなく，「継続的な再構成・再構築」，②優位性への執

着や劇的な撤退ではなく，周期的に起こる「健全な撤

退」，③競争力のない資産の長期所有ではなく，資産の

利用と処分による「資源配分を活用した手際のよさの

向上」，④断続的なイノベーションではなく，戦略の要

として継続的かつ体系的なプロセスを備えた「シナリ

オイノベーションへの習熟」，⑤既存の優位性は持続す

るのではなく，圧力にさらされ，変化が激しいため，

安定時代とは異なる組織における「リーダーシップと

マインドセット」，⑥変化の激しい優位性に対して，組

織の体制ではなく，個人のスキルによって順応すると

いう「一時的優位の個人的意味」という6つの方法に

よって，一時的な競争優位の下での戦略を再構築して

いる 47)。 

 とくに，労働節約型のイノベーションの社会的な（負

の）側面の1つとしての雇用問題にも言及し，組織と

個人の視点から有益な示唆を与えているが，具体的な

方法には踏み込んでいない 48)。 

 

3.イノベーションのジレンマと競争優位の持続性② 

－写真フイルム市場の事例分析― 

 デジタル化の新技術によって，写真フイルム市場が

破壊されるまでの間，写真フイルム市場は，富士フイ

ルム，コダック，コニカ，アグファの4社が巨大なシ

ェアを占める寡占市場であったが，デジタル化の到来

によって，各社ともに，生き残りをかけた戦略を立て

ているなか，2012年，コダックは，投資家の意向（株

主価値の最大化）を反映して多角化には消極的で，本

業を重視することによって倒産することとなった 49)。

すなわち，コダックは，参入当初の安価で性能の低い

デジタルカメラという破壊的なイノベーションに対処

することなく，持続的なイノベーションに固執してし

まったことが，イノベーションのジレンマに陥る大き

な原因となった。 

広瀬〔2014〕は，富士フイルムとコダックの明暗を

SWOT分析に当てはめ，自社分析では強みがあるもの
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の，環境分析では脅威にある「差別化」のなかで，富

士フイルムは，脅威を認識して，新たな強み（競争優

位）を確立する一方，コダックは､脅威を十分認識でき

ず事業の多角化に消極的であったと説き，古森〔2013〕

は，こうした現状の認識を自身が改良したマネジメン

ト・サイクルに当てはめることによって，現状認識の

重要性を説いた 50)。また，富士フイルムとコダックの

明暗を PPM 分析に当てはめると，市場成長率は高い

ものの，相対的マーケット・シェアは低い「問題児」

のなかで，富士フイルムは，多少の損失を被ることは

あっても，投資を拡大して，新たなマーケット・シェ

アを確立する一方，コダックは，投資家の意向を反映

した全社的な判断から，収穫（現状維持や利益確定）

にとどまった。そして，富士フイルムとコダックの明

暗をポーターの競争戦略論に当てはめると，デジタル

化による新技術の到来，すなわち，「代替製品・サービ

スの脅威」によって，写真フイルム市場が縮小し，競

争が激化するなかで，富士フイルムは，新たな製品を

開発することによって差別化を図る一方，コダックは，

投資家の意向を反映した全社的な判断から，資源集中

に留まることによって，独自性が低下し，価格競争の

なかで利益性も低下することとなった。さらに，富士

フイルムとコダックの明暗をティース〔2009〕のダイ

ナミック・ケイパビリティに当てはめると，富士フイ

ルムは，コダックとは対照的に，2000年をピークに本

業であるアナログ（フイルム）事業が縮小する環境の

変化に対応して，アナログ（フイルム）事業から資源

を撤退させ，多角化戦略，すなわち，デジタル技術の

自社開発，感光材料事業の寿命延命，新規事業の開発

などによって，自社の既存技術を再編成し，新たな製

品を開発することによって，生き残りを図った。富士

フイルムは，従来のアナログ（フイルム）対応，今後

のデジタル対応の写真映像関連製品だけでなく，美容・

健康関連の新しい製品を開発するなかで，新たな競争

優位を確立することによって，現在も高収益を上げて

いる。たとえば，富士フイルムは，写真フイルムの原

料と皮膚の成分がゼラチン（コラーゲン）から構成さ

れており，写真の色褪せと皮膚の老化の原因が酸化作

用であるため，それらを防ぐための抗酸化技術を活か

したスキンケア化粧品やサプリメントなどを開発して

いる。 

ティース〔2009〕によると，ダイナミック・ケイパ

ビリティとは，長期的な成功に向けた「変わる力」「変

える力」であり，企業が，技術・市場変化（環境変化）

への対応，ゼロ利潤条件の回避を目的として，資産の

形成・再形成・配置・再配置を行うべく所有している

特定の（模倣不可能な）能力のことである。すなわち，

ダイナミック・ケイパビリティとは，持続的な競争優

位を実現するために，新しい機会の感知・捕捉を図り，

知識資産・ケイパビリティ・補完資産の再配置・保護

を実行する能力である 51)。 

ティース〔2009〕によると，持続的な競争優位を確

立するためには，希少かつ模倣（複製）困難な資源・

（知識）資産を所有するだけ（資源ベース論）ではな

く（一時的な競争優位），環境変化に対応して，複製困

難な資源・（知識）資産の持続的な形成・再形成・配置・

再配置・整合化を行うために必要かつ模倣（複製）不

可能なオーケストレーション能力（ダイナミック・ケ

イパビリティ＝「変わる力」「変える力」）を必要とす

る。 

ダイナミック・ケイパビリティについては，ポータ

ーを中心とするポジショニング・アプローチ（外部環

境の重視）とバーニーを中心とする資源ベース・アプ

ローチ（内部環境の重視）からなる競争戦略論だけで

はなく，ハイマー(Hymer, S.)〔1976〕を中心とする多

国籍企業論，コース(Coase, R. H.)〔1937〕やウィリア

ムソン(Williamson, O. E.)〔1975, 1985〕を中心とす

る取引コスト理論≒内部化理論も基礎としているが，

ここでは，競争戦略論との関連に限定する 52)。 

ポジショニング・アプローチによる競争戦略論を提

唱するポーターは，企業の外部環境（5つの競争要因）

に対応して，ポジショニングを選択したうえで，それ

を維持するために，企業の内部環境のバリュー・チェ

ーン（各活動＝主活動＋支援活動）を強化するような

戦略を立てることが持続的な競争優位に繋がると指摘

する一方，資源ベース・アプローチによる競争戦略論

を提唱するバーニー〔1986〕は，企業の内部環境（経

営資源とそれがもたらす企業能力＝ケイパビリティ）

に対応して，企業の内部環境のバリュー・チェーンに

即したVRIOフレームワークによって，経営資源を適

切に利用するような戦略を立てることが持続的な競争

優位に繋がると指摘しているが，両者ともに競争優位

が持続する保証はない。たしかに，資源ベース・アプ

ローチによって，同じ環境でも，経営資源の利用方法

の違いによって，企業の業績が異なるため，戦略も異

なることが説明されることにはなった。 

一方，バーニー〔2002〕自身，激変する企業環境の

予測に対する制約，経営者の能力発揮に対する制約，
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分析単位に伴う企業内部における個別経営資源のデー

タ収集に対する制約によって，VRIO フレームワーク

では，持続的な競争優位を説明するには限界があると

も指摘している 53)。また，ティース〔2009〕によると，

資源ベース・アプローチは，ペンローズ(Penrose, E.)

〔1959〕と同様，企業が，希少かつ模倣（複製）困難

な資源・（知識）資産を所有するだけで，利潤を獲得で

き，こうした資源・資産の生み出すサービスが，顧客

の需要を高めるという見解であるが，企業が，成功の

源泉（持続的な競争優位）をいかに確立するかについ

ての議論がない 54)。 

こうしたなか，ティース〔2009〕は，ポジショニン

グ・アプローチと資源ベース・アプローチからなる競

争戦略論を相互補完的に発展させたダイナミック・ケ

イパビリティによって，競争優位の持続性を説明しよ

うとしているが，ダイナミック・ケイパビリティの具

体的な考察については今後の研究課題とする。 

 

4.日本企業における競争優位の持続性 

―ポーターの見解－ 

 クリステンセン〔2004〕によると，1960 年代から

1980年代にかけて，日本の高貯蓄率，終身雇用，メイ

ンバンク制やケイレツ，政府の介入といった要因によ

って，トヨタ，ソニー，新日鉄，神戸製鉄，キヤノン

といった日本企業は，欧米企業を凌ぐ奇跡的な成長を

遂げた。 

 一方，1990年代になると，こうした日本的な経営が，

逆効果となり，日本企業は，イノベーションのジレン

マに陥ることになった 55)。 

 ポーター〔2000〕によると，1970年代から1980年

代にかけて，全社的生産管理(TQC)，ジャスト・イン・

タイム在庫管理，リーン生産，サイクルタイムの短縮

などのオペレーション効率におけるイノベーションに

よって，オートバイメーカーやVTR（ビデオ機器）メ

ーカーを中心とした日本企業は，業務効果が限界に達

するまで，低コストと差別化の（基本戦略）の同時追

求を実現し，生産性のフロンティアを押し上げること

となった。 

 しかしながら，1990年代になると，こうした業務効

果は，持続的な競争優位に繋がることなく，競合他社

が模倣することによって，オペレーション効率の格差

が縮小し始めた 56)。 

 ポーター〔2000〕によると，こうした日本企業の低

迷については，業務効果が限界に達しているにもかか

わらず，日本企業が，競合他社とは異なる方法を行う

ポジショニングによって，「何をし何をしないか」を選

択するべく戦略，すなわち，顧客に価値を提供するに

あたってのトレード・オフを行っていなかったことが

大きな要因だと指摘している。 

 ポーター〔2000〕によると，日本企業は，品質を軸

とした競争ではなく，戦略やイノベーションを軸とし

た競争へと転換し，業務効果の漸進的な改善だけでは

なく，真のイノベーションも必要とするのである 57)。 

 たしかに，クリステンセン〔2004〕やポーター〔2000〕

の主張するように，日本企業は，従来の日本的経営や

業務効果の追求だけでは，持続的な競争優位に基づく

長期的な成長は困難である。 

一方，ティース〔2009〕は，バーニーを中心とする

資源ベース・アプローチ（内部環境の重視）を戦略で

はなく，業務効果とみなしているポーターを中心とす

るポジショニング・アプローチ（外部環境の重視）に

対して，知識や関係性などの無形資産の創造に関連す

る活動，すなわち，イノベーションに関する議論がな

いと指摘している 58)。また，ティース〔2009〕による

と，1990年代以降の日本経済の弱体化は，ダイナミッ

ク・ケイパビリティの脆弱さに起因する。すなわち，

ティース〔2009〕は，コンセンサス・マネジメント（実

行に移るまでの合意形成による意思決定）という日本

企業特有の価値観によって，ビジョナリー・リーダー

（将来のビジョンを持ったリーダー）が新市場を創造

する能力を制約してきたことが原因だと指摘している
59)。すなわち，ティース〔2009〕によると，持続的な

競争優位には，適切かつ希少で模倣（複製）困難な（知

識）資産の所有（資源ベース論）ではなく（一時的な

競争優位），環境変化に対応して，複製困難な（知識）

資産の持続的な開発・再配置（ダイナミック・ケイパ

ビリティ＝「変わる力」「変える力」）を必要とするの

である 60)。 

たしかに，クリステンセン〔2004〕やポーター〔2000〕

の主張するように，日本企業は，従来の日本的経営や

業務効果の追求だけでは，持続的な競争優位に基づく

長期的な成長は期待できないが，日本的経営特有の経

営戦略については今後の研究課題とする 61)。 

 

おわりに 

 本稿では，ポーターの所説を中心として，競争戦略

論の流れを整理し，競争優位の持続性について考察し

てきた。また，ポーターの競争戦略論については，バ



『証券経済学会年報』第 50 号別冊 

2-5-9 

ーニーの資源ベース・アプローチやティースのダイナ

ミック・ケイパビリティとの関連で整理する一方，競

争優位の持続性については，スマートフォン市場や写

真フイルム市場における事例を挙げながら，クリステ

ンセンの破壊的なイノベーションやマグレイスの一時

的な競争優位との関連で，現代企業における競争優位

の持続性について考察してきた。 

こうしたなか，競争優位を技術の持続と捉えるか

収益性の持続と捉えるかに関わらず，継続的なイノベ

ーションが必要であることを指摘した。 

たしかに，クリステンセン〔1997, 2004〕は，戦

略とイノベーションを結びつけることとなったが，破

壊的なイノベーションが，持続的なイノベーションに

よって創造された市場のほとんどを代替する一方，既

存の企業は，株主と顧客の要求に即して対応していこ

うとするために，破壊的なイノベーションにうまく対

応できないと予測した。そのため，クリステンセン

は，既存の企業は，既存の企業とは別の組織で，破壊

的なイノベーションに取り組むしかないという結論に

至った 62)。 

一方，マグレイス〔2013〕は，イノベーションによ

って生み出された競争優位を持続的な競争優位ではな

く，一時的な競争優位として捉えることによって，継

続的なイノベーションを重視した経営戦略を再構築し

ようとしている 63)。 

ポーター〔1996〕によると，低コストか差別化を選

択する，すなわち，「何をし何をしないか」を選択する

戦略によって，持続的な競争優位を実現することがで

きる一方で，マグレイス〔2013〕によると，古い優位

性を捨て，新しい優位性へ移行する，すなわち，「何を

し何をしないか」を選択する戦略によっても，一時的

な競争優位しか実現できないと指摘している 64)。すな

わち，競争優位を技術の持続と捉えると，マグレイス

〔2013〕が指摘するように，一時的な競争優位しか実

現できないため，一時的な競争優位を乗り越え，新た

な競争優位を確立することによって，既存企業は成長

を維持していかなければならない。そのためには，継

続的な再構成・再構築，周期的な撤退，効率的な資源

配分を必要とし，経営戦略の要としての継続的なイノ

ベーションも不可欠となる 65)。 

たしかに，競争優位は，一般的には，企業が得意だ

と自負することを指しており，その意味では，マグレ

イス〔2013〕が主張するように，競争優位は一時的で

あるが，ポーターによると，競争優位は，企業が競合

他社より高い収益性を持続させていることを指してお

り，その意味では，ポーターが主張するように，競争

優位は持続的ということになる 66)。 

このように，競争優位を技術の持続と捉えると，一

時的な競争優位しか実現できないが，収益性の持続と

捉えると，持続的な競争優位が実現することもあり得

るということになる。いずれにしても，競争優位を技

術の持続と捉えるか収益性の持続と捉えるかに関わら

ず，既存企業による成長の維持のためには，戦略と併

せて継続的なイノベーションが必要となる。 
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択・集中 

低コストと高品質の選択・集

中 

＋適合性（多くの活動・能力・

資源の集合） 

＝ 

模倣への障壁 

戦略の持続性 

競争優位の強化 

開発・普及 

発展（動学的・根本的な変化） 

断続的・非連続的な発展 

↓ 

継続的・非連続的な発展 

初期段階のイノベーション

への組織的な対応 

（出所）以下の文献を参考に筆者作成。 

Magretta, J.〔2012〕, op. cit., 211-218, 251-252頁。 

マグレイス〔2013〕は，一時的な競争優位の下では，イノベーシ

ョンを戦略の要として重視しており，イノベーション・システム

の整備のための 6 つの段階を提示し，リーダーシップをはじめ

とする組織的な対応が重要であると指摘している。 

McGrath, R. G.〔2013a〕, op. cit., 43頁。 

McGrath, R. G.〔2013b〕, op. cit., 141-151頁。 

コア・コンピタンスとは，バリュー・チェーン上の特定プロセス

における技術力・製造能力であり，ケイパビリティとは，バリュ

ー・チェーン全体におよぶ能力である。 

Stalk, G., Evans, P. and Shulman, L. E.〔1992〕, “Competing 

on capabilities: the new rules of corporate strategy," Harvard 

Business Review, March-April, pp. 57-69.（鈴木泰雄訳「ケイパ

ビリティ競争論－顧客を起点とした組織能力がカギ－」

『DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー 2008年4月号』

ダイヤモンド社, 2008, 118頁。） 

また，ケイパビリティに対して，バーニー〔2002〕は，ワーナー

フェルト〔1984〕に倣って，経営資源と呼び，プラハラッド＝ハ

メル(Prahalad, C. K. and Hamel, G.)〔1990〕は，多角化戦略の

構築や実行に限定して，コア・コンピタンスと呼んでいるが，ス

トーク＝エヴァンス＝シュルマン(Stalk, G., Evans, P. and 

Shulman, L. E.)〔1992〕は，これらの属性をまとめて，コア・

ケイパビリティと呼んでいる。 

Barney, J. B.〔2002〕, op. cit., 244-245頁。 

Wernerfelt, B.〔1984〕, op. cit., p. 171. 

Prahalad, C. K. and Hamel, G.〔1990〕, “The Core Competence 

of the Organization,” Harvard Business Review, May-June, pp. 

79-93. 

Stalk, G., Evans, P. and Shulman, L. E.〔1992〕, op. cit., 118-

134頁。 
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